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わが国では2020年10月国会で時の菅首相が「2050年までに脱炭素社会の実現をめざす」と所信表明演説で宣
言した。基幹産業である建設業界に関わる全ての者はこの「切実な数値」を「我が事」として深く胸に刻むとともに、
2050年までのカーボンニュートラル達成に向けて各々の立場で意欲的に取り組んでいかなければならないことは言
うまでもない。  

3． <スコープ 3>までを射程に、バックキャストで
ここで地球温暖化の概要と建設業界の採るべき対応について概説しておく。地球温暖化には大きく「原因」「現象」

「対策」の３つのカテゴリーが考えられるが、このうちの「原因」と「対策」に絞って話を進めることにする。 
地球温暖化を引き起こす「温室効果ガス」の70%以上を占めるのが二酸化炭素であり、このうちの60%以上が人為

起源のものとされる。2019年データによれば人為起源の二酸化炭素の年間排出総量は世界全体で300億トンを超
え、その約半分は中国・アメリカ・インドが排出している。わが国の排出割合は全体の3%強である。

2020年のわが国の二酸化炭素排出量は約10億トン。これを部門別に分けると建設業を含む産業部門が全体の 
30%以上を占める。直接的な建設工事そのものの排出割合は（スコープ１と表現）は約1%余と小さな数字であるが、
建設工事に必要不可欠な電力や熱の供給に伴う排出量（スコープ2）及び建設資材であるセメント・鉄などの製造に伴う
排出量、さらには工事完成品の運用時の排出量（いずれもスコープ３）などを合算すると国内総排出量の40%を超える
という推定がなされている。このように見ていくとカーボンニュートラルに対して建設業界が果たすべき役割と責任の
重さが鮮明になる。 

【用語メモ：スコープ３】 事業者自ら排出している温室効果ガス（二酸化炭素等）であるScope1、Scope2以外の事業者の活動に関連
する他社の事業活動や完成後の施設運用時に排出される温室効果ガスのこと。 

   

では建設業界としてどのように「2050年までに
０」を実現するのか？この高いハードルを越えるため
には明確な目標設定とバックキャスティングによる戦
略的な取り組みが不可欠となる。成り行き的な削減
実践（フォアキャスティング）ではなく、最終目標から
逆算して中間目標を設定し、それをクリアしつつ確実
に目標達成する取り組みが求められる。ちなみに大
手ゼネコン各社の2030年の二酸化炭素削減目標
を掲げておこう。これは「将来世代との約束」とも言
える重い決意表明であり、この中間目標達成のまだ
先に「2050年までに０」が待ち構えていることを忘
れてはならない。

【用語メモ：バックキャスティング】 
未来のある時点に目標を設定しておき、そこから振り
返って現在すべきことを考える方法。 

【用語メモ：フォアキャスティング】 
過去のデータや実績などに基づき、現状で実現可能
と考えられることを積み上げて、未来の目標に近づけ
ようとする方法。  

4． カーボンニュートラル、建設業界の「南北問題」
地球規模の環境問題には「南北問題」が存在すると指摘されている。つまり主に北半球に位置する日本を含めた先進

諸国が南半球の豊富な自然資源を活用した製品を自国や先進諸国で優先利用し、資源を供給する南半球諸国が不利益
を被るという問題と、反対に南半球諸国の自然資源の乱開発や廃棄物の不法投棄などに起因する悪影響が北半球諸国
にも及ぶという問題である。 

この表現を援用して私なりに建設業界のカーボンニュートラルの取り組みの現状を俯瞰すると、大きく二つの課題が
浮かび上がってくる。その一つは「建築分野と土木分野の取り組み意欲の差」であり、もう一つは「大手建設業界と中小
建設業界との取り組みの進捗の差」である。改めて私見であると明記した上で、以下、この二つの「南北問題」について
事例を紹介しつつ俯瞰してみよう。 

①建築・土木両分野のカーボンニュートラル取り組み状況
カーボンニュートラルに対する建築分野と土木分野の「取り組み意欲の差」と書いたが、誤解を恐れず書けば総じて建

築分野の取り組み意欲が土木分野のそれを上回っている印象なのだ。しかし、この意欲差とは両分野の技術者の意識や
スキルの差を意味するのではなく、主に両分野の「市場の違い」から生じる差であると考えられる。ご承知の通り建築分
野の多くは「民間市場」であり、対する土木部門の大半が「公共事業」である。
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１． 「成長の限界」から半世紀
1972年、国連ローマクラブが『成長の限界』を発表して地球環境問題は多くの人々の関心事となり、漠然とした危機

感を抱く契機となった。ただし、このレポートが示した深刻な危機感は明るい展望には繋がらず、結果として地球環境問
題を解決していく具体的な取り組みは盛り上がりに欠くものでしかなかった。 

1998年、わが国では赤池学らが『温もりの選択』を発表、その
中で地球環境問題がさらに深刻な状況を迎えつつあることに触れ
ながらも、その危機を好機に変える産業界の動きと可能性に言及
して「環境ビジネス※」が本格的に始まる契機となった。 
『成長の限界』から半世紀、そして『温もりの選択』から四半世

紀、今ようやくわが国でも「地球環境危機を明日への希望に変える
前向きな取り組み」が本格化したといえよう。拙稿ではこの「前向
きな取り組み」の最も大きな達成課題である「カーボンニュートラ
ル」に対する国内の建設業界の動向と今後の展望について私見を
記したい。

※環境ビジネス：『ぬくもりの選択』の中で環境ビジネス市場の将来予測について「平成６年度環境白書」より抜粋された環境関連産業
の市場規模の試算データがある。そこでは現状152,900億円が2010年には350,200億円規模の市場になると予測されている。
直近データによれば2020年の環境ビジネス市場の推計値は1,044,360億円と発表されており(環境省2022年6月発表)、今後
のさらなる市場拡大が確実視される。

2． 「地球温暖化に対する人類の営みの影響は疑う余地がない」
2021年8月に公表されたIPCC（国連の気候変動に関する政府間パネル）第6次評価報告では「産業革命以降の気

温上昇の主要因は人為起源によるものである」と、従来にはない強い論調で明記された。このことは既に多くの人々に
よって指摘されてきた事ではあるが、「イメージが湧かない」「問題を先延ばししたい」といった民生分野の意識や、「それ
を認めれば経済的損失が生ずる」「対策には時間的猶予が必要」といった産業分野のためらいがその解決の障害となっ
てきた。 

しかしこの「躊躇の時間」によって事態は一層深刻さを増し、世界各地で洪水被害や、あるいは逆に灼熱化による過酷
な干ばつ被害などの発生を招き、国内でも豪雨災害などが各地で頻発していることは周知の事実である。

もうこれ以上の停滞は将来世代の健康で安全な暮らしを破壊する現世世代の「犯罪」とも呼べる事態を意味し、ここ
に至って2050年までに地球温暖化の大きな要因である二酸化炭素の排出量を実質収支０にするカーボンニュートラ
ルの取り組みが世界規模で合意された。いわば「見えない」二酸化炭素削減の取り組みが「2050年までに0」という

「見える化した数値」によって人類共通の切実な目標として共有されたのである。

当然ながら民間市場は自由競争であり、大手建築各社は
いち早く国やクライアントの要請に敏感に応えるかたちで
カーボンニュートラルの取り組みを活発に展開している。コ
スト・品質・安全などの自社のセールスポイントに加えて従来
の環境保全の実践までは各社横一線であり、この先はより
意欲的な環境経営によってビジネスチャンスを広げる姿勢
が個別の建築現場の担当技術者のモチベーションにまで及
んでいる印象が強い。 

また対象とする市場の違いだけでなく、建築と土木の完
成後の運用面の違いも取り組み意欲の差となっている。す
なわち建築物の場合には、完成後における運用時の二酸化
炭素排出量が大きな割合を占めるため、あらかじめ設計時
に二酸化炭素削減につながる技術や仕組みの採用が常識
化しつつある。大手各社のインターネットサイトを縦覧する
と、前述した<スコープ3>の削減効果をアピールする多彩
な提案や実績を競い合うように発信している。

一方、公共土木分野がカーボンニュートラルの取り組みを
加速化させていることも事実である。たとえば国土交通省
中部地方整備局では2021年7月にWTO案件工事での

「カーボンニュートラル対応施工」の実施を発表し、建設工事
現場における脱炭素の取り組みを加速させる方針を鮮明に
した。 

土木工事現場における二酸化炭素排出の主要因は「電気」の消費と「建設機械」の稼働である。電気に関しては再生可
能エネルギーの積極的な活用が有効であり、大型工事では現場事務所や資材倉庫などの屋上に太陽光パネルを設置す
る「創エネ」の取り組みも始まっている。 

産業部門の二酸化炭素排出量の約1.４％（国全体の約0.5%）を占める建設機械については従来のディーゼルエンジ
ンによる燃費性能向上に加えて、短期的には「ICT施工」の普及拡大による生産性の向上、さらに中長期的にはディーゼル
エンジンに代わる革新的建設機械の開発導入が望まれる。こうした土木工事分野での先進的な取り組みや技術開発の成
果が早期に普及拡大していくことに期待したい。

②大手建設業界と中小建設業界との進捗差
前述までに俯瞰してきたカーボンニュートラルの取り組みをいち早く本格化させたのは、当然ながら業界のリーディ

ングカンパニーである大手ゼネコン各社である。具体の取り組みは各社さまざまながら、いずれも国や所属団体（日建
連）の削減方針を受けて競い合うように自社のインターネットサイトなどを通じて実践成果を発信し、脱炭素を自社の成
長戦略の中核に位置付けている点で共通している。ゼネコン各社の取り組み事例から、その一部を紹介しよう。  

【ZEB・ZEH の積極導入】 
東京都の例を挙げると、現在都内の二酸化炭素排出量の約70%を建物（業務用・家庭用含む）の使用時に排出してい

る。このため建築中のみならず長期にわたり使用される間の排出量削減の取り組みが不可欠である上、カーボンニュート
ラル達成目標年の2050年までに都内の建物ストックの約半数（住宅は約70%）が新築に置き換わると見込まれてい
る。都は、この状況をふまえ2022年12月の議会議決を経て2025年度から新築物件に原則として太陽光パネルを設
置することを義務化する。（詳細は東京都HP参照）

こうしたフォローの風も受けて大手ゼネコン各社はこぞって省エネと再生可能エネルギーの導入により建物運用時の
年間エネルギー収支ゼロを目標とした「新築建物の原則ZEB・ZEH（ゼロエネルギービル・ハウス）化」を推進している。

【用語メモ：ＺＥＢ】　Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼びます。快適な室内環境を実現
しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと。 

【用語メモ：ＺＥＨ】　net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略語で、「エネルギー収支をゼロ以下にする家」と
いう意味になり、家庭で使用するエネルギーと、太陽光発電などで創るエネルギーをバランスして、1年間で消費するエネルギーの量
を実質的にゼロ以下にする家ということ。

【土木現場での取り組み実践】 
大手ゼネコンの公共土木分野においてもカーボン

ニュートラルの取り組みは加速化しつつある、前述した
国交省の「カーボンニュートラル試行工事現場」での取
り組みを先進事例として、資器材のグリーン調達・ICT施
工・工事現場や仮設事務所の照明LED化・省エネ・創エネ
などのきめ細かい活動により、二酸化炭素排出量を月単
位で可視化して削減効果を評価する各社独自のシステ
ム構築も活発に進んできている。 

【建設資材・電力分野の取り組み実践】 
建設分野全体の二酸化炭素排出量の多くを資器材の

製造・運搬時と電力・燃料消費が占める。それらの削減努
力と合わせて「脱炭素」指向の資器材開発と再生可能エ
ネルギー創出の動きにも注目すべき点が多々ある。

その一つが「建築物への木材の積極的な利用」であ
る。木材利用の効果は二酸化炭素の吸収・固定は言うま
でもなく、国内森林の健全な維持整備や持続的な林業
の発展など産業面・環境面での貢献にもつながる。前項
に熊谷組の導入実績例を示したが、各社活発化してきて
いる印象だ。

また、製造時に大量の二酸化炭素を排出するコンク
リートの低炭素・低炭素化技術も進みつつある。今後、開
発された新世代コンクリートが普及拡大すればカーボンニュートラル実現に貢献するとともに自社プラントやコンク
リート業界に大きなビジネスチャンスがもたらされることになるだろう。ここでは一例としてセメント質量の70%を製
鉄所の副産物である高炉スラグ微粉末に置き換えたという戸田建設・西松建設の共同開発による低炭素型コンクリー
トを紹介しておく。 

電力分野においても工事現場での省エネ・創エネの取り組みにとどまらず事務部門も含めた全社「エネルギーの自
給自足」の達成をめざす動きや太陽光発電事業・洋上風力発電プラントの提案など攻めの姿勢が鮮明だ。

 
【中小建設業界の動向】 

一方、すでに活発化している大手建設業界に比べて
現時点での中小建設業界のカーボンニュートラルに対
する“感度”はいささか鈍いと言わざるを得ない。地方の
主だった建設大手各社ウェブサイトのバナーに、端的に

「カーボンニュートラル」と表現されたアイコンは見当た
らない。 

とはいえ各社それぞれ自社の強みや地域との密接な
関わりなどを生かした多彩な温暖化対策の取り組みを
従前から展開してきていることも事実である。また地元
建設業協会も国交省などと連携を図りながら脱炭素社
会をめざす啓発活動を会員各社や一般市民に向けて積
極的に展開している。 

こうした中小建設業界ならではの活動を含めて「2050年のカーボンニュートラル達成のため」と早期に目標を再
設定した上で、その達成が自社や業界の持続可能性を高める不可避かつチャレンジングな課題であると自覚し、取り
組みを加速化すべきである。 

5． 課題と展望
拙論の結びは、地域に根差す土木業者であり地元建設業界の末席に名を連ねる者としての「自省と期待」を込めて

「今後の建設業界のカーボンニュートラル取り組み」の課題と展望を記したい。 
私の自省とは、主に公共土木の市場で生きる中小建設業者の立場では「当面の問題」の解決に現場も経営層も終始し

がちで、「2050年までに０」という目標設定の意識が今日に至るまで希薄であったことである。加えて発注者満足を最
大の美徳として組織全体がいつしか他動的体質に陥ってきたことも否めない。今後は速やかに先進事例・成功体験が広
く流布して「自らが目標達成に向かう」能動的気運が自社も含めた地元建設業界に醸成されていくことに期待したい。 

その意味でも「一歩先を行く建築分野から土木分野への刺激」は必要不可欠だと考える。幸い、最近の土木学会と建
築学会の共同調査によれば「土木と建築の両分野の連携が必要」とする声は両学会の会員とも85%以上に及ぶ※。両
者の協働が建設業界の「2050年までに0」目標達成の大きな力となることは確実だ。 

最後に国や地方自治体の強力な施策の打ち出しにも期待したい。国交省をはじめ公共工事を発注する行政には、今
後、総合評価落札方式の評価に組み入れるべき「カーボンニュートラル取り組み状況・実績」をいわゆる「社会・環境貢献
枠」の中のone　of　Themの位置付けではなく、独立した高い加点とすることを提案する。その加点の算入によって価
格や品質・安全などとの評価バランスの崩れを危惧するのなら、既存の「社会・環境貢献枠」の評価点を例えば従来の 
0.5に「デフレ化」することで価格などの競争性が担保された上で各社の貢献活動の取り組みがおのずと倍加すること
は、有能な行政担当者であれば容易に予測できるはずだ。 

かつて名古屋市は市民に「ごみ減量」の協力を呼び掛けるとともに、「1人の百歩より100人の一歩」の意志のもとに
市長自らトップダウンで陣頭指揮を執って市職員を鼓舞した。結果は市民のごみ減量意識の高揚と実践となって藤前干
潟を保全した歴史が示している通りだ。 

建設業界のカーボンニュートラルの取り組みもしかり。圧倒的多数の中小建設業者が本気になって最初の一歩を踏
み出すことからしか本当の意味での実効は上がらない。躊躇の時間は残されていない。けん引役の大手ゼネコン、国や
発注機関の強力な指導と支援、業界の競い合い、そして各社の強みを生かした脱炭素の取り組みなどが嚙み合って、近
い将来「一周遅れのトップランナー」としてカーボンニュートラル・レースの最前列に中小建設業界が並ぶ状況が実現し
ない限り「2050年までに０」は絵に描いた餅に終わってしまう。その時、私たちの未来世代は私たちをどう評価するだ
ろうか？

それを心配するのなら、直ちに行動を起こすべきことは明白であろう。(了)
 

 ※建通新聞 2022.12.16 掲載―同紙ではほかにも「建設現場での温暖化ガス算定義務化の検討（2023.1.17 掲載）」「屋根設置
の太陽光発電を地上設置の2割高値で買い取り（2023.2.3 掲載）」など注目すべき直近のトピックスが掲載されている。

図2　『温もりの選択』
（TBSブリタニカ社刊）

図1　『成長の限界』
（ダイヤモンド社刊）

図3　カーボンニュートラルのイメージ図
（出典：資源エネルギー庁HP）

図4　主要国のカーボンニュートラル達成目標
（出典：「アスエネメディア」HP）
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わが国では2020年10月国会で時の菅首相が「2050年までに脱炭素社会の実現をめざす」と所信表明演説で宣
言した。基幹産業である建設業界に関わる全ての者はこの「切実な数値」を「我が事」として深く胸に刻むとともに、
2050年までのカーボンニュートラル達成に向けて各々の立場で意欲的に取り組んでいかなければならないことは言
うまでもない。  

3． <スコープ 3>までを射程に、バックキャストで
ここで地球温暖化の概要と建設業界の採るべき対応について概説しておく。地球温暖化には大きく「原因」「現象」

「対策」の３つのカテゴリーが考えられるが、このうちの「原因」と「対策」に絞って話を進めることにする。 
地球温暖化を引き起こす「温室効果ガス」の70%以上を占めるのが二酸化炭素であり、このうちの60%以上が人為

起源のものとされる。2019年データによれば人為起源の二酸化炭素の年間排出総量は世界全体で300億トンを超
え、その約半分は中国・アメリカ・インドが排出している。わが国の排出割合は全体の3%強である。

2020年のわが国の二酸化炭素排出量は約10億トン。これを部門別に分けると建設業を含む産業部門が全体の 
30%以上を占める。直接的な建設工事そのものの排出割合は（スコープ１と表現）は約1%余と小さな数字であるが、
建設工事に必要不可欠な電力や熱の供給に伴う排出量（スコープ2）及び建設資材であるセメント・鉄などの製造に伴う
排出量、さらには工事完成品の運用時の排出量（いずれもスコープ３）などを合算すると国内総排出量の40%を超える
という推定がなされている。このように見ていくとカーボンニュートラルに対して建設業界が果たすべき役割と責任の
重さが鮮明になる。 

【用語メモ：スコープ３】 事業者自ら排出している温室効果ガス（二酸化炭素等）であるScope1、Scope2以外の事業者の活動に関連
する他社の事業活動や完成後の施設運用時に排出される温室効果ガスのこと。 

   

では建設業界としてどのように「2050年までに
０」を実現するのか？この高いハードルを越えるため
には明確な目標設定とバックキャスティングによる戦
略的な取り組みが不可欠となる。成り行き的な削減
実践（フォアキャスティング）ではなく、最終目標から
逆算して中間目標を設定し、それをクリアしつつ確実
に目標達成する取り組みが求められる。ちなみに大
手ゼネコン各社の2030年の二酸化炭素削減目標
を掲げておこう。これは「将来世代との約束」とも言
える重い決意表明であり、この中間目標達成のまだ
先に「2050年までに０」が待ち構えていることを忘
れてはならない。

【用語メモ：バックキャスティング】 
未来のある時点に目標を設定しておき、そこから振り
返って現在すべきことを考える方法。 

【用語メモ：フォアキャスティング】 
過去のデータや実績などに基づき、現状で実現可能
と考えられることを積み上げて、未来の目標に近づけ
ようとする方法。  

4． カーボンニュートラル、建設業界の「南北問題」
地球規模の環境問題には「南北問題」が存在すると指摘されている。つまり主に北半球に位置する日本を含めた先進

諸国が南半球の豊富な自然資源を活用した製品を自国や先進諸国で優先利用し、資源を供給する南半球諸国が不利益
を被るという問題と、反対に南半球諸国の自然資源の乱開発や廃棄物の不法投棄などに起因する悪影響が北半球諸国
にも及ぶという問題である。 

この表現を援用して私なりに建設業界のカーボンニュートラルの取り組みの現状を俯瞰すると、大きく二つの課題が
浮かび上がってくる。その一つは「建築分野と土木分野の取り組み意欲の差」であり、もう一つは「大手建設業界と中小
建設業界との取り組みの進捗の差」である。改めて私見であると明記した上で、以下、この二つの「南北問題」について
事例を紹介しつつ俯瞰してみよう。 

①建築・土木両分野のカーボンニュートラル取り組み状況
カーボンニュートラルに対する建築分野と土木分野の「取り組み意欲の差」と書いたが、誤解を恐れず書けば総じて建

築分野の取り組み意欲が土木分野のそれを上回っている印象なのだ。しかし、この意欲差とは両分野の技術者の意識や
スキルの差を意味するのではなく、主に両分野の「市場の違い」から生じる差であると考えられる。ご承知の通り建築分
野の多くは「民間市場」であり、対する土木部門の大半が「公共事業」である。

１． 「成長の限界」から半世紀
1972年、国連ローマクラブが『成長の限界』を発表して地球環境問題は多くの人々の関心事となり、漠然とした危機

感を抱く契機となった。ただし、このレポートが示した深刻な危機感は明るい展望には繋がらず、結果として地球環境問
題を解決していく具体的な取り組みは盛り上がりに欠くものでしかなかった。 

1998年、わが国では赤池学らが『温もりの選択』を発表、その
中で地球環境問題がさらに深刻な状況を迎えつつあることに触れ
ながらも、その危機を好機に変える産業界の動きと可能性に言及
して「環境ビジネス※」が本格的に始まる契機となった。 
『成長の限界』から半世紀、そして『温もりの選択』から四半世

紀、今ようやくわが国でも「地球環境危機を明日への希望に変える
前向きな取り組み」が本格化したといえよう。拙稿ではこの「前向
きな取り組み」の最も大きな達成課題である「カーボンニュートラ
ル」に対する国内の建設業界の動向と今後の展望について私見を
記したい。

※環境ビジネス：『ぬくもりの選択』の中で環境ビジネス市場の将来予測について「平成６年度環境白書」より抜粋された環境関連産業
の市場規模の試算データがある。そこでは現状152,900億円が2010年には350,200億円規模の市場になると予測されている。
直近データによれば2020年の環境ビジネス市場の推計値は1,044,360億円と発表されており(環境省2022年6月発表)、今後
のさらなる市場拡大が確実視される。

2． 「地球温暖化に対する人類の営みの影響は疑う余地がない」
2021年8月に公表されたIPCC（国連の気候変動に関する政府間パネル）第6次評価報告では「産業革命以降の気

温上昇の主要因は人為起源によるものである」と、従来にはない強い論調で明記された。このことは既に多くの人々に
よって指摘されてきた事ではあるが、「イメージが湧かない」「問題を先延ばししたい」といった民生分野の意識や、「それ
を認めれば経済的損失が生ずる」「対策には時間的猶予が必要」といった産業分野のためらいがその解決の障害となっ
てきた。 

しかしこの「躊躇の時間」によって事態は一層深刻さを増し、世界各地で洪水被害や、あるいは逆に灼熱化による過酷
な干ばつ被害などの発生を招き、国内でも豪雨災害などが各地で頻発していることは周知の事実である。

もうこれ以上の停滞は将来世代の健康で安全な暮らしを破壊する現世世代の「犯罪」とも呼べる事態を意味し、ここ
に至って2050年までに地球温暖化の大きな要因である二酸化炭素の排出量を実質収支０にするカーボンニュートラ
ルの取り組みが世界規模で合意された。いわば「見えない」二酸化炭素削減の取り組みが「2050年までに0」という

「見える化した数値」によって人類共通の切実な目標として共有されたのである。

当然ながら民間市場は自由競争であり、大手建築各社は
いち早く国やクライアントの要請に敏感に応えるかたちで
カーボンニュートラルの取り組みを活発に展開している。コ
スト・品質・安全などの自社のセールスポイントに加えて従来
の環境保全の実践までは各社横一線であり、この先はより
意欲的な環境経営によってビジネスチャンスを広げる姿勢
が個別の建築現場の担当技術者のモチベーションにまで及
んでいる印象が強い。 

また対象とする市場の違いだけでなく、建築と土木の完
成後の運用面の違いも取り組み意欲の差となっている。す
なわち建築物の場合には、完成後における運用時の二酸化
炭素排出量が大きな割合を占めるため、あらかじめ設計時
に二酸化炭素削減につながる技術や仕組みの採用が常識
化しつつある。大手各社のインターネットサイトを縦覧する
と、前述した<スコープ3>の削減効果をアピールする多彩
な提案や実績を競い合うように発信している。

一方、公共土木分野がカーボンニュートラルの取り組みを
加速化させていることも事実である。たとえば国土交通省
中部地方整備局では2021年7月にWTO案件工事での

「カーボンニュートラル対応施工」の実施を発表し、建設工事
現場における脱炭素の取り組みを加速させる方針を鮮明に
した。 

土木工事現場における二酸化炭素排出の主要因は「電気」の消費と「建設機械」の稼働である。電気に関しては再生可
能エネルギーの積極的な活用が有効であり、大型工事では現場事務所や資材倉庫などの屋上に太陽光パネルを設置す
る「創エネ」の取り組みも始まっている。 

産業部門の二酸化炭素排出量の約1.４％（国全体の約0.5%）を占める建設機械については従来のディーゼルエンジ
ンによる燃費性能向上に加えて、短期的には「ICT施工」の普及拡大による生産性の向上、さらに中長期的にはディーゼル
エンジンに代わる革新的建設機械の開発導入が望まれる。こうした土木工事分野での先進的な取り組みや技術開発の成
果が早期に普及拡大していくことに期待したい。

②大手建設業界と中小建設業界との進捗差
前述までに俯瞰してきたカーボンニュートラルの取り組みをいち早く本格化させたのは、当然ながら業界のリーディ

ングカンパニーである大手ゼネコン各社である。具体の取り組みは各社さまざまながら、いずれも国や所属団体（日建
連）の削減方針を受けて競い合うように自社のインターネットサイトなどを通じて実践成果を発信し、脱炭素を自社の成
長戦略の中核に位置付けている点で共通している。ゼネコン各社の取り組み事例から、その一部を紹介しよう。  

【ZEB・ZEH の積極導入】 
東京都の例を挙げると、現在都内の二酸化炭素排出量の約70%を建物（業務用・家庭用含む）の使用時に排出してい

る。このため建築中のみならず長期にわたり使用される間の排出量削減の取り組みが不可欠である上、カーボンニュート
ラル達成目標年の2050年までに都内の建物ストックの約半数（住宅は約70%）が新築に置き換わると見込まれてい
る。都は、この状況をふまえ2022年12月の議会議決を経て2025年度から新築物件に原則として太陽光パネルを設
置することを義務化する。（詳細は東京都HP参照）

こうしたフォローの風も受けて大手ゼネコン各社はこぞって省エネと再生可能エネルギーの導入により建物運用時の
年間エネルギー収支ゼロを目標とした「新築建物の原則ZEB・ZEH（ゼロエネルギービル・ハウス）化」を推進している。

【用語メモ：ＺＥＢ】　Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼びます。快適な室内環境を実現
しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと。 

【用語メモ：ＺＥＨ】　net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略語で、「エネルギー収支をゼロ以下にする家」と
いう意味になり、家庭で使用するエネルギーと、太陽光発電などで創るエネルギーをバランスして、1年間で消費するエネルギーの量
を実質的にゼロ以下にする家ということ。

【土木現場での取り組み実践】 
大手ゼネコンの公共土木分野においてもカーボン

ニュートラルの取り組みは加速化しつつある、前述した
国交省の「カーボンニュートラル試行工事現場」での取
り組みを先進事例として、資器材のグリーン調達・ICT施
工・工事現場や仮設事務所の照明LED化・省エネ・創エネ
などのきめ細かい活動により、二酸化炭素排出量を月単
位で可視化して削減効果を評価する各社独自のシステ
ム構築も活発に進んできている。 

【建設資材・電力分野の取り組み実践】 
建設分野全体の二酸化炭素排出量の多くを資器材の

製造・運搬時と電力・燃料消費が占める。それらの削減努
力と合わせて「脱炭素」指向の資器材開発と再生可能エ
ネルギー創出の動きにも注目すべき点が多々ある。

その一つが「建築物への木材の積極的な利用」であ
る。木材利用の効果は二酸化炭素の吸収・固定は言うま
でもなく、国内森林の健全な維持整備や持続的な林業
の発展など産業面・環境面での貢献にもつながる。前項
に熊谷組の導入実績例を示したが、各社活発化してきて
いる印象だ。

また、製造時に大量の二酸化炭素を排出するコンク
リートの低炭素・低炭素化技術も進みつつある。今後、開
発された新世代コンクリートが普及拡大すればカーボンニュートラル実現に貢献するとともに自社プラントやコンク
リート業界に大きなビジネスチャンスがもたらされることになるだろう。ここでは一例としてセメント質量の70%を製
鉄所の副産物である高炉スラグ微粉末に置き換えたという戸田建設・西松建設の共同開発による低炭素型コンクリー
トを紹介しておく。 

電力分野においても工事現場での省エネ・創エネの取り組みにとどまらず事務部門も含めた全社「エネルギーの自
給自足」の達成をめざす動きや太陽光発電事業・洋上風力発電プラントの提案など攻めの姿勢が鮮明だ。

 
【中小建設業界の動向】 

一方、すでに活発化している大手建設業界に比べて
現時点での中小建設業界のカーボンニュートラルに対
する“感度”はいささか鈍いと言わざるを得ない。地方の
主だった建設大手各社ウェブサイトのバナーに、端的に

「カーボンニュートラル」と表現されたアイコンは見当た
らない。 

とはいえ各社それぞれ自社の強みや地域との密接な
関わりなどを生かした多彩な温暖化対策の取り組みを
従前から展開してきていることも事実である。また地元
建設業協会も国交省などと連携を図りながら脱炭素社
会をめざす啓発活動を会員各社や一般市民に向けて積
極的に展開している。 

こうした中小建設業界ならではの活動を含めて「2050年のカーボンニュートラル達成のため」と早期に目標を再
設定した上で、その達成が自社や業界の持続可能性を高める不可避かつチャレンジングな課題であると自覚し、取り
組みを加速化すべきである。 

5． 課題と展望
拙論の結びは、地域に根差す土木業者であり地元建設業界の末席に名を連ねる者としての「自省と期待」を込めて

「今後の建設業界のカーボンニュートラル取り組み」の課題と展望を記したい。 
私の自省とは、主に公共土木の市場で生きる中小建設業者の立場では「当面の問題」の解決に現場も経営層も終始し

がちで、「2050年までに０」という目標設定の意識が今日に至るまで希薄であったことである。加えて発注者満足を最
大の美徳として組織全体がいつしか他動的体質に陥ってきたことも否めない。今後は速やかに先進事例・成功体験が広
く流布して「自らが目標達成に向かう」能動的気運が自社も含めた地元建設業界に醸成されていくことに期待したい。 

その意味でも「一歩先を行く建築分野から土木分野への刺激」は必要不可欠だと考える。幸い、最近の土木学会と建
築学会の共同調査によれば「土木と建築の両分野の連携が必要」とする声は両学会の会員とも85%以上に及ぶ※。両
者の協働が建設業界の「2050年までに0」目標達成の大きな力となることは確実だ。 

最後に国や地方自治体の強力な施策の打ち出しにも期待したい。国交省をはじめ公共工事を発注する行政には、今
後、総合評価落札方式の評価に組み入れるべき「カーボンニュートラル取り組み状況・実績」をいわゆる「社会・環境貢献
枠」の中のone　of　Themの位置付けではなく、独立した高い加点とすることを提案する。その加点の算入によって価
格や品質・安全などとの評価バランスの崩れを危惧するのなら、既存の「社会・環境貢献枠」の評価点を例えば従来の 
0.5に「デフレ化」することで価格などの競争性が担保された上で各社の貢献活動の取り組みがおのずと倍加すること
は、有能な行政担当者であれば容易に予測できるはずだ。 

かつて名古屋市は市民に「ごみ減量」の協力を呼び掛けるとともに、「1人の百歩より100人の一歩」の意志のもとに
市長自らトップダウンで陣頭指揮を執って市職員を鼓舞した。結果は市民のごみ減量意識の高揚と実践となって藤前干
潟を保全した歴史が示している通りだ。 

建設業界のカーボンニュートラルの取り組みもしかり。圧倒的多数の中小建設業者が本気になって最初の一歩を踏
み出すことからしか本当の意味での実効は上がらない。躊躇の時間は残されていない。けん引役の大手ゼネコン、国や
発注機関の強力な指導と支援、業界の競い合い、そして各社の強みを生かした脱炭素の取り組みなどが嚙み合って、近
い将来「一周遅れのトップランナー」としてカーボンニュートラル・レースの最前列に中小建設業界が並ぶ状況が実現し
ない限り「2050年までに０」は絵に描いた餅に終わってしまう。その時、私たちの未来世代は私たちをどう評価するだ
ろうか？

それを心配するのなら、直ちに行動を起こすべきことは明白であろう。(了)
 

 ※建通新聞 2022.12.16 掲載―同紙ではほかにも「建設現場での温暖化ガス算定義務化の検討（2023.1.17 掲載）」「屋根設置
の太陽光発電を地上設置の2割高値で買い取り（2023.2.3 掲載）」など注目すべき直近のトピックスが掲載されている。

図5　温室効果ガスの割合
（出典：気象庁HP）

図6　2019年の国別二酸化炭素排出割合
（出典：「全国地球温暖化防止活動推進センター」HP）

図7　日本の部門別排出量
（出典：「全国地球温暖化防止活動推進センター」HP）

図8　建設業の二酸化炭素排出割合
（出典：「Blog A to Z」HP）

図9　バックキャスティングの手法イメージ
（出典：「一般社団法人イマココラボ」HP）

図10　大手ゼネコン各社の二酸化炭素2030年削減目標
（出典：日本経済新聞社HP）
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次の文章は、平成27年度から始まったある取組です。これに該当するものを選んでください。「社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自
然環境が有する多様な機能（生物の生息の場の提供、良好な景観形成、気温上昇の抑制等）を活用し、持続可能で魅力ある国土づくりや地域づくりを進める」 ①カーボンニュートラル　　②グリーンインフラ　　③SDG　　④ESG ※解答は愛地建コンのHP第3問7 8
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わが国では2020年10月国会で時の菅首相が「2050年までに脱炭素社会の実現をめざす」と所信表明演説で宣
言した。基幹産業である建設業界に関わる全ての者はこの「切実な数値」を「我が事」として深く胸に刻むとともに、
2050年までのカーボンニュートラル達成に向けて各々の立場で意欲的に取り組んでいかなければならないことは言
うまでもない。  

3． <スコープ 3>までを射程に、バックキャストで
ここで地球温暖化の概要と建設業界の採るべき対応について概説しておく。地球温暖化には大きく「原因」「現象」

「対策」の３つのカテゴリーが考えられるが、このうちの「原因」と「対策」に絞って話を進めることにする。 
地球温暖化を引き起こす「温室効果ガス」の70%以上を占めるのが二酸化炭素であり、このうちの60%以上が人為

起源のものとされる。2019年データによれば人為起源の二酸化炭素の年間排出総量は世界全体で300億トンを超
え、その約半分は中国・アメリカ・インドが排出している。わが国の排出割合は全体の3%強である。

2020年のわが国の二酸化炭素排出量は約10億トン。これを部門別に分けると建設業を含む産業部門が全体の 
30%以上を占める。直接的な建設工事そのものの排出割合は（スコープ１と表現）は約1%余と小さな数字であるが、
建設工事に必要不可欠な電力や熱の供給に伴う排出量（スコープ2）及び建設資材であるセメント・鉄などの製造に伴う
排出量、さらには工事完成品の運用時の排出量（いずれもスコープ３）などを合算すると国内総排出量の40%を超える
という推定がなされている。このように見ていくとカーボンニュートラルに対して建設業界が果たすべき役割と責任の
重さが鮮明になる。 

【用語メモ：スコープ３】 事業者自ら排出している温室効果ガス（二酸化炭素等）であるScope1、Scope2以外の事業者の活動に関連
する他社の事業活動や完成後の施設運用時に排出される温室効果ガスのこと。 

   

では建設業界としてどのように「2050年までに
０」を実現するのか？この高いハードルを越えるため
には明確な目標設定とバックキャスティングによる戦
略的な取り組みが不可欠となる。成り行き的な削減
実践（フォアキャスティング）ではなく、最終目標から
逆算して中間目標を設定し、それをクリアしつつ確実
に目標達成する取り組みが求められる。ちなみに大
手ゼネコン各社の2030年の二酸化炭素削減目標
を掲げておこう。これは「将来世代との約束」とも言
える重い決意表明であり、この中間目標達成のまだ
先に「2050年までに０」が待ち構えていることを忘
れてはならない。

【用語メモ：バックキャスティング】 
未来のある時点に目標を設定しておき、そこから振り
返って現在すべきことを考える方法。 

【用語メモ：フォアキャスティング】 
過去のデータや実績などに基づき、現状で実現可能
と考えられることを積み上げて、未来の目標に近づけ
ようとする方法。  

4． カーボンニュートラル、建設業界の「南北問題」
地球規模の環境問題には「南北問題」が存在すると指摘されている。つまり主に北半球に位置する日本を含めた先進

諸国が南半球の豊富な自然資源を活用した製品を自国や先進諸国で優先利用し、資源を供給する南半球諸国が不利益
を被るという問題と、反対に南半球諸国の自然資源の乱開発や廃棄物の不法投棄などに起因する悪影響が北半球諸国
にも及ぶという問題である。 

この表現を援用して私なりに建設業界のカーボンニュートラルの取り組みの現状を俯瞰すると、大きく二つの課題が
浮かび上がってくる。その一つは「建築分野と土木分野の取り組み意欲の差」であり、もう一つは「大手建設業界と中小
建設業界との取り組みの進捗の差」である。改めて私見であると明記した上で、以下、この二つの「南北問題」について
事例を紹介しつつ俯瞰してみよう。 

①建築・土木両分野のカーボンニュートラル取り組み状況
カーボンニュートラルに対する建築分野と土木分野の「取り組み意欲の差」と書いたが、誤解を恐れず書けば総じて建

築分野の取り組み意欲が土木分野のそれを上回っている印象なのだ。しかし、この意欲差とは両分野の技術者の意識や
スキルの差を意味するのではなく、主に両分野の「市場の違い」から生じる差であると考えられる。ご承知の通り建築分
野の多くは「民間市場」であり、対する土木部門の大半が「公共事業」である。

１． 「成長の限界」から半世紀
1972年、国連ローマクラブが『成長の限界』を発表して地球環境問題は多くの人々の関心事となり、漠然とした危機

感を抱く契機となった。ただし、このレポートが示した深刻な危機感は明るい展望には繋がらず、結果として地球環境問
題を解決していく具体的な取り組みは盛り上がりに欠くものでしかなかった。 

1998年、わが国では赤池学らが『温もりの選択』を発表、その
中で地球環境問題がさらに深刻な状況を迎えつつあることに触れ
ながらも、その危機を好機に変える産業界の動きと可能性に言及
して「環境ビジネス※」が本格的に始まる契機となった。 
『成長の限界』から半世紀、そして『温もりの選択』から四半世

紀、今ようやくわが国でも「地球環境危機を明日への希望に変える
前向きな取り組み」が本格化したといえよう。拙稿ではこの「前向
きな取り組み」の最も大きな達成課題である「カーボンニュートラ
ル」に対する国内の建設業界の動向と今後の展望について私見を
記したい。

※環境ビジネス：『ぬくもりの選択』の中で環境ビジネス市場の将来予測について「平成６年度環境白書」より抜粋された環境関連産業
の市場規模の試算データがある。そこでは現状152,900億円が2010年には350,200億円規模の市場になると予測されている。
直近データによれば2020年の環境ビジネス市場の推計値は1,044,360億円と発表されており(環境省2022年6月発表)、今後
のさらなる市場拡大が確実視される。

2． 「地球温暖化に対する人類の営みの影響は疑う余地がない」
2021年8月に公表されたIPCC（国連の気候変動に関する政府間パネル）第6次評価報告では「産業革命以降の気

温上昇の主要因は人為起源によるものである」と、従来にはない強い論調で明記された。このことは既に多くの人々に
よって指摘されてきた事ではあるが、「イメージが湧かない」「問題を先延ばししたい」といった民生分野の意識や、「それ
を認めれば経済的損失が生ずる」「対策には時間的猶予が必要」といった産業分野のためらいがその解決の障害となっ
てきた。 

しかしこの「躊躇の時間」によって事態は一層深刻さを増し、世界各地で洪水被害や、あるいは逆に灼熱化による過酷
な干ばつ被害などの発生を招き、国内でも豪雨災害などが各地で頻発していることは周知の事実である。

もうこれ以上の停滞は将来世代の健康で安全な暮らしを破壊する現世世代の「犯罪」とも呼べる事態を意味し、ここ
に至って2050年までに地球温暖化の大きな要因である二酸化炭素の排出量を実質収支０にするカーボンニュートラ
ルの取り組みが世界規模で合意された。いわば「見えない」二酸化炭素削減の取り組みが「2050年までに0」という

「見える化した数値」によって人類共通の切実な目標として共有されたのである。

当然ながら民間市場は自由競争であり、大手建築各社は
いち早く国やクライアントの要請に敏感に応えるかたちで
カーボンニュートラルの取り組みを活発に展開している。コ
スト・品質・安全などの自社のセールスポイントに加えて従来
の環境保全の実践までは各社横一線であり、この先はより
意欲的な環境経営によってビジネスチャンスを広げる姿勢
が個別の建築現場の担当技術者のモチベーションにまで及
んでいる印象が強い。 

また対象とする市場の違いだけでなく、建築と土木の完
成後の運用面の違いも取り組み意欲の差となっている。す
なわち建築物の場合には、完成後における運用時の二酸化
炭素排出量が大きな割合を占めるため、あらかじめ設計時
に二酸化炭素削減につながる技術や仕組みの採用が常識
化しつつある。大手各社のインターネットサイトを縦覧する
と、前述した<スコープ3>の削減効果をアピールする多彩
な提案や実績を競い合うように発信している。

一方、公共土木分野がカーボンニュートラルの取り組みを
加速化させていることも事実である。たとえば国土交通省
中部地方整備局では2021年7月にWTO案件工事での

「カーボンニュートラル対応施工」の実施を発表し、建設工事
現場における脱炭素の取り組みを加速させる方針を鮮明に
した。 

土木工事現場における二酸化炭素排出の主要因は「電気」の消費と「建設機械」の稼働である。電気に関しては再生可
能エネルギーの積極的な活用が有効であり、大型工事では現場事務所や資材倉庫などの屋上に太陽光パネルを設置す
る「創エネ」の取り組みも始まっている。 

産業部門の二酸化炭素排出量の約1.４％（国全体の約0.5%）を占める建設機械については従来のディーゼルエンジ
ンによる燃費性能向上に加えて、短期的には「ICT施工」の普及拡大による生産性の向上、さらに中長期的にはディーゼル
エンジンに代わる革新的建設機械の開発導入が望まれる。こうした土木工事分野での先進的な取り組みや技術開発の成
果が早期に普及拡大していくことに期待したい。

②大手建設業界と中小建設業界との進捗差
前述までに俯瞰してきたカーボンニュートラルの取り組みをいち早く本格化させたのは、当然ながら業界のリーディ

ングカンパニーである大手ゼネコン各社である。具体の取り組みは各社さまざまながら、いずれも国や所属団体（日建
連）の削減方針を受けて競い合うように自社のインターネットサイトなどを通じて実践成果を発信し、脱炭素を自社の成
長戦略の中核に位置付けている点で共通している。ゼネコン各社の取り組み事例から、その一部を紹介しよう。  

【ZEB・ZEH の積極導入】 
東京都の例を挙げると、現在都内の二酸化炭素排出量の約70%を建物（業務用・家庭用含む）の使用時に排出してい

る。このため建築中のみならず長期にわたり使用される間の排出量削減の取り組みが不可欠である上、カーボンニュート
ラル達成目標年の2050年までに都内の建物ストックの約半数（住宅は約70%）が新築に置き換わると見込まれてい
る。都は、この状況をふまえ2022年12月の議会議決を経て2025年度から新築物件に原則として太陽光パネルを設
置することを義務化する。（詳細は東京都HP参照）

こうしたフォローの風も受けて大手ゼネコン各社はこぞって省エネと再生可能エネルギーの導入により建物運用時の
年間エネルギー収支ゼロを目標とした「新築建物の原則ZEB・ZEH（ゼロエネルギービル・ハウス）化」を推進している。

【用語メモ：ＺＥＢ】　Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼びます。快適な室内環境を実現
しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと。 

【用語メモ：ＺＥＨ】　net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略語で、「エネルギー収支をゼロ以下にする家」と
いう意味になり、家庭で使用するエネルギーと、太陽光発電などで創るエネルギーをバランスして、1年間で消費するエネルギーの量
を実質的にゼロ以下にする家ということ。

【土木現場での取り組み実践】 
大手ゼネコンの公共土木分野においてもカーボン

ニュートラルの取り組みは加速化しつつある、前述した
国交省の「カーボンニュートラル試行工事現場」での取
り組みを先進事例として、資器材のグリーン調達・ICT施
工・工事現場や仮設事務所の照明LED化・省エネ・創エネ
などのきめ細かい活動により、二酸化炭素排出量を月単
位で可視化して削減効果を評価する各社独自のシステ
ム構築も活発に進んできている。 

【建設資材・電力分野の取り組み実践】 
建設分野全体の二酸化炭素排出量の多くを資器材の

製造・運搬時と電力・燃料消費が占める。それらの削減努
力と合わせて「脱炭素」指向の資器材開発と再生可能エ
ネルギー創出の動きにも注目すべき点が多々ある。

その一つが「建築物への木材の積極的な利用」であ
る。木材利用の効果は二酸化炭素の吸収・固定は言うま
でもなく、国内森林の健全な維持整備や持続的な林業
の発展など産業面・環境面での貢献にもつながる。前項
に熊谷組の導入実績例を示したが、各社活発化してきて
いる印象だ。

また、製造時に大量の二酸化炭素を排出するコンク
リートの低炭素・低炭素化技術も進みつつある。今後、開
発された新世代コンクリートが普及拡大すればカーボンニュートラル実現に貢献するとともに自社プラントやコンク
リート業界に大きなビジネスチャンスがもたらされることになるだろう。ここでは一例としてセメント質量の70%を製
鉄所の副産物である高炉スラグ微粉末に置き換えたという戸田建設・西松建設の共同開発による低炭素型コンクリー
トを紹介しておく。 

電力分野においても工事現場での省エネ・創エネの取り組みにとどまらず事務部門も含めた全社「エネルギーの自
給自足」の達成をめざす動きや太陽光発電事業・洋上風力発電プラントの提案など攻めの姿勢が鮮明だ。

 
【中小建設業界の動向】 

一方、すでに活発化している大手建設業界に比べて
現時点での中小建設業界のカーボンニュートラルに対
する“感度”はいささか鈍いと言わざるを得ない。地方の
主だった建設大手各社ウェブサイトのバナーに、端的に

「カーボンニュートラル」と表現されたアイコンは見当た
らない。 

とはいえ各社それぞれ自社の強みや地域との密接な
関わりなどを生かした多彩な温暖化対策の取り組みを
従前から展開してきていることも事実である。また地元
建設業協会も国交省などと連携を図りながら脱炭素社
会をめざす啓発活動を会員各社や一般市民に向けて積
極的に展開している。 

こうした中小建設業界ならではの活動を含めて「2050年のカーボンニュートラル達成のため」と早期に目標を再
設定した上で、その達成が自社や業界の持続可能性を高める不可避かつチャレンジングな課題であると自覚し、取り
組みを加速化すべきである。 

5． 課題と展望
拙論の結びは、地域に根差す土木業者であり地元建設業界の末席に名を連ねる者としての「自省と期待」を込めて

「今後の建設業界のカーボンニュートラル取り組み」の課題と展望を記したい。 
私の自省とは、主に公共土木の市場で生きる中小建設業者の立場では「当面の問題」の解決に現場も経営層も終始し

がちで、「2050年までに０」という目標設定の意識が今日に至るまで希薄であったことである。加えて発注者満足を最
大の美徳として組織全体がいつしか他動的体質に陥ってきたことも否めない。今後は速やかに先進事例・成功体験が広
く流布して「自らが目標達成に向かう」能動的気運が自社も含めた地元建設業界に醸成されていくことに期待したい。 

その意味でも「一歩先を行く建築分野から土木分野への刺激」は必要不可欠だと考える。幸い、最近の土木学会と建
築学会の共同調査によれば「土木と建築の両分野の連携が必要」とする声は両学会の会員とも85%以上に及ぶ※。両
者の協働が建設業界の「2050年までに0」目標達成の大きな力となることは確実だ。 

最後に国や地方自治体の強力な施策の打ち出しにも期待したい。国交省をはじめ公共工事を発注する行政には、今
後、総合評価落札方式の評価に組み入れるべき「カーボンニュートラル取り組み状況・実績」をいわゆる「社会・環境貢献
枠」の中のone　of　Themの位置付けではなく、独立した高い加点とすることを提案する。その加点の算入によって価
格や品質・安全などとの評価バランスの崩れを危惧するのなら、既存の「社会・環境貢献枠」の評価点を例えば従来の 
0.5に「デフレ化」することで価格などの競争性が担保された上で各社の貢献活動の取り組みがおのずと倍加すること
は、有能な行政担当者であれば容易に予測できるはずだ。 

かつて名古屋市は市民に「ごみ減量」の協力を呼び掛けるとともに、「1人の百歩より100人の一歩」の意志のもとに
市長自らトップダウンで陣頭指揮を執って市職員を鼓舞した。結果は市民のごみ減量意識の高揚と実践となって藤前干
潟を保全した歴史が示している通りだ。 

建設業界のカーボンニュートラルの取り組みもしかり。圧倒的多数の中小建設業者が本気になって最初の一歩を踏
み出すことからしか本当の意味での実効は上がらない。躊躇の時間は残されていない。けん引役の大手ゼネコン、国や
発注機関の強力な指導と支援、業界の競い合い、そして各社の強みを生かした脱炭素の取り組みなどが嚙み合って、近
い将来「一周遅れのトップランナー」としてカーボンニュートラル・レースの最前列に中小建設業界が並ぶ状況が実現し
ない限り「2050年までに０」は絵に描いた餅に終わってしまう。その時、私たちの未来世代は私たちをどう評価するだ
ろうか？

それを心配するのなら、直ちに行動を起こすべきことは明白であろう。(了)
 

 ※建通新聞 2022.12.16 掲載―同紙ではほかにも「建設現場での温暖化ガス算定義務化の検討（2023.1.17 掲載）」「屋根設置
の太陽光発電を地上設置の2割高値で買い取り（2023.2.3 掲載）」など注目すべき直近のトピックスが掲載されている。

図11　建築・土木の市場の違い
（出典：「SHELFY」HP）

図12　熊谷組らによる米国での木造ビル建築は
RC造に比して6000トン以上の削減効果を謳う

木材利用ビル （出典：熊谷組プレリリース）

図13　国土交通省中部地方整備局の取り組み加速イメージ　（出典：同事務所プレスリリースより）

図14　清水建設は北陸支店新社屋の最高水準のZEB化で
オフィスビルの環境性能と快適性を実現 （出典：同社HP）

愛知県は、「SDGs未来都市」として、SDGsの達成に向けた取組を推進し、すべての県民の皆さんと一緒に持続可能な社
会を目指すために始めた「あいちSDGs　Action」ですが、2023.3.1現在、何件の企業・団体が登録しているでしょうか？ ①593件　　②1104件　　③5238件　　④11245件 ※解答は愛地建コンのHP第4問9 10
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わが国では2020年10月国会で時の菅首相が「2050年までに脱炭素社会の実現をめざす」と所信表明演説で宣
言した。基幹産業である建設業界に関わる全ての者はこの「切実な数値」を「我が事」として深く胸に刻むとともに、
2050年までのカーボンニュートラル達成に向けて各々の立場で意欲的に取り組んでいかなければならないことは言
うまでもない。  

3． <スコープ 3>までを射程に、バックキャストで
ここで地球温暖化の概要と建設業界の採るべき対応について概説しておく。地球温暖化には大きく「原因」「現象」

「対策」の３つのカテゴリーが考えられるが、このうちの「原因」と「対策」に絞って話を進めることにする。 
地球温暖化を引き起こす「温室効果ガス」の70%以上を占めるのが二酸化炭素であり、このうちの60%以上が人為

起源のものとされる。2019年データによれば人為起源の二酸化炭素の年間排出総量は世界全体で300億トンを超
え、その約半分は中国・アメリカ・インドが排出している。わが国の排出割合は全体の3%強である。

2020年のわが国の二酸化炭素排出量は約10億トン。これを部門別に分けると建設業を含む産業部門が全体の 
30%以上を占める。直接的な建設工事そのものの排出割合は（スコープ１と表現）は約1%余と小さな数字であるが、
建設工事に必要不可欠な電力や熱の供給に伴う排出量（スコープ2）及び建設資材であるセメント・鉄などの製造に伴う
排出量、さらには工事完成品の運用時の排出量（いずれもスコープ３）などを合算すると国内総排出量の40%を超える
という推定がなされている。このように見ていくとカーボンニュートラルに対して建設業界が果たすべき役割と責任の
重さが鮮明になる。 

【用語メモ：スコープ３】 事業者自ら排出している温室効果ガス（二酸化炭素等）であるScope1、Scope2以外の事業者の活動に関連
する他社の事業活動や完成後の施設運用時に排出される温室効果ガスのこと。 

   

では建設業界としてどのように「2050年までに
０」を実現するのか？この高いハードルを越えるため
には明確な目標設定とバックキャスティングによる戦
略的な取り組みが不可欠となる。成り行き的な削減
実践（フォアキャスティング）ではなく、最終目標から
逆算して中間目標を設定し、それをクリアしつつ確実
に目標達成する取り組みが求められる。ちなみに大
手ゼネコン各社の2030年の二酸化炭素削減目標
を掲げておこう。これは「将来世代との約束」とも言
える重い決意表明であり、この中間目標達成のまだ
先に「2050年までに０」が待ち構えていることを忘
れてはならない。

【用語メモ：バックキャスティング】 
未来のある時点に目標を設定しておき、そこから振り
返って現在すべきことを考える方法。 

【用語メモ：フォアキャスティング】 
過去のデータや実績などに基づき、現状で実現可能
と考えられることを積み上げて、未来の目標に近づけ
ようとする方法。  

4． カーボンニュートラル、建設業界の「南北問題」
地球規模の環境問題には「南北問題」が存在すると指摘されている。つまり主に北半球に位置する日本を含めた先進

諸国が南半球の豊富な自然資源を活用した製品を自国や先進諸国で優先利用し、資源を供給する南半球諸国が不利益
を被るという問題と、反対に南半球諸国の自然資源の乱開発や廃棄物の不法投棄などに起因する悪影響が北半球諸国
にも及ぶという問題である。 

この表現を援用して私なりに建設業界のカーボンニュートラルの取り組みの現状を俯瞰すると、大きく二つの課題が
浮かび上がってくる。その一つは「建築分野と土木分野の取り組み意欲の差」であり、もう一つは「大手建設業界と中小
建設業界との取り組みの進捗の差」である。改めて私見であると明記した上で、以下、この二つの「南北問題」について
事例を紹介しつつ俯瞰してみよう。 

①建築・土木両分野のカーボンニュートラル取り組み状況
カーボンニュートラルに対する建築分野と土木分野の「取り組み意欲の差」と書いたが、誤解を恐れず書けば総じて建

築分野の取り組み意欲が土木分野のそれを上回っている印象なのだ。しかし、この意欲差とは両分野の技術者の意識や
スキルの差を意味するのではなく、主に両分野の「市場の違い」から生じる差であると考えられる。ご承知の通り建築分
野の多くは「民間市場」であり、対する土木部門の大半が「公共事業」である。

１． 「成長の限界」から半世紀
1972年、国連ローマクラブが『成長の限界』を発表して地球環境問題は多くの人々の関心事となり、漠然とした危機

感を抱く契機となった。ただし、このレポートが示した深刻な危機感は明るい展望には繋がらず、結果として地球環境問
題を解決していく具体的な取り組みは盛り上がりに欠くものでしかなかった。 

1998年、わが国では赤池学らが『温もりの選択』を発表、その
中で地球環境問題がさらに深刻な状況を迎えつつあることに触れ
ながらも、その危機を好機に変える産業界の動きと可能性に言及
して「環境ビジネス※」が本格的に始まる契機となった。 
『成長の限界』から半世紀、そして『温もりの選択』から四半世

紀、今ようやくわが国でも「地球環境危機を明日への希望に変える
前向きな取り組み」が本格化したといえよう。拙稿ではこの「前向
きな取り組み」の最も大きな達成課題である「カーボンニュートラ
ル」に対する国内の建設業界の動向と今後の展望について私見を
記したい。

※環境ビジネス：『ぬくもりの選択』の中で環境ビジネス市場の将来予測について「平成６年度環境白書」より抜粋された環境関連産業
の市場規模の試算データがある。そこでは現状152,900億円が2010年には350,200億円規模の市場になると予測されている。
直近データによれば2020年の環境ビジネス市場の推計値は1,044,360億円と発表されており(環境省2022年6月発表)、今後
のさらなる市場拡大が確実視される。

2． 「地球温暖化に対する人類の営みの影響は疑う余地がない」
2021年8月に公表されたIPCC（国連の気候変動に関する政府間パネル）第6次評価報告では「産業革命以降の気

温上昇の主要因は人為起源によるものである」と、従来にはない強い論調で明記された。このことは既に多くの人々に
よって指摘されてきた事ではあるが、「イメージが湧かない」「問題を先延ばししたい」といった民生分野の意識や、「それ
を認めれば経済的損失が生ずる」「対策には時間的猶予が必要」といった産業分野のためらいがその解決の障害となっ
てきた。 

しかしこの「躊躇の時間」によって事態は一層深刻さを増し、世界各地で洪水被害や、あるいは逆に灼熱化による過酷
な干ばつ被害などの発生を招き、国内でも豪雨災害などが各地で頻発していることは周知の事実である。

もうこれ以上の停滞は将来世代の健康で安全な暮らしを破壊する現世世代の「犯罪」とも呼べる事態を意味し、ここ
に至って2050年までに地球温暖化の大きな要因である二酸化炭素の排出量を実質収支０にするカーボンニュートラ
ルの取り組みが世界規模で合意された。いわば「見えない」二酸化炭素削減の取り組みが「2050年までに0」という

「見える化した数値」によって人類共通の切実な目標として共有されたのである。

当然ながら民間市場は自由競争であり、大手建築各社は
いち早く国やクライアントの要請に敏感に応えるかたちで
カーボンニュートラルの取り組みを活発に展開している。コ
スト・品質・安全などの自社のセールスポイントに加えて従来
の環境保全の実践までは各社横一線であり、この先はより
意欲的な環境経営によってビジネスチャンスを広げる姿勢
が個別の建築現場の担当技術者のモチベーションにまで及
んでいる印象が強い。 

また対象とする市場の違いだけでなく、建築と土木の完
成後の運用面の違いも取り組み意欲の差となっている。す
なわち建築物の場合には、完成後における運用時の二酸化
炭素排出量が大きな割合を占めるため、あらかじめ設計時
に二酸化炭素削減につながる技術や仕組みの採用が常識
化しつつある。大手各社のインターネットサイトを縦覧する
と、前述した<スコープ3>の削減効果をアピールする多彩
な提案や実績を競い合うように発信している。

一方、公共土木分野がカーボンニュートラルの取り組みを
加速化させていることも事実である。たとえば国土交通省
中部地方整備局では2021年7月にWTO案件工事での

「カーボンニュートラル対応施工」の実施を発表し、建設工事
現場における脱炭素の取り組みを加速させる方針を鮮明に
した。 

土木工事現場における二酸化炭素排出の主要因は「電気」の消費と「建設機械」の稼働である。電気に関しては再生可
能エネルギーの積極的な活用が有効であり、大型工事では現場事務所や資材倉庫などの屋上に太陽光パネルを設置す
る「創エネ」の取り組みも始まっている。 

産業部門の二酸化炭素排出量の約1.４％（国全体の約0.5%）を占める建設機械については従来のディーゼルエンジ
ンによる燃費性能向上に加えて、短期的には「ICT施工」の普及拡大による生産性の向上、さらに中長期的にはディーゼル
エンジンに代わる革新的建設機械の開発導入が望まれる。こうした土木工事分野での先進的な取り組みや技術開発の成
果が早期に普及拡大していくことに期待したい。

②大手建設業界と中小建設業界との進捗差
前述までに俯瞰してきたカーボンニュートラルの取り組みをいち早く本格化させたのは、当然ながら業界のリーディ

ングカンパニーである大手ゼネコン各社である。具体の取り組みは各社さまざまながら、いずれも国や所属団体（日建
連）の削減方針を受けて競い合うように自社のインターネットサイトなどを通じて実践成果を発信し、脱炭素を自社の成
長戦略の中核に位置付けている点で共通している。ゼネコン各社の取り組み事例から、その一部を紹介しよう。  

【ZEB・ZEH の積極導入】 
東京都の例を挙げると、現在都内の二酸化炭素排出量の約70%を建物（業務用・家庭用含む）の使用時に排出してい

る。このため建築中のみならず長期にわたり使用される間の排出量削減の取り組みが不可欠である上、カーボンニュート
ラル達成目標年の2050年までに都内の建物ストックの約半数（住宅は約70%）が新築に置き換わると見込まれてい
る。都は、この状況をふまえ2022年12月の議会議決を経て2025年度から新築物件に原則として太陽光パネルを設
置することを義務化する。（詳細は東京都HP参照）

こうしたフォローの風も受けて大手ゼネコン各社はこぞって省エネと再生可能エネルギーの導入により建物運用時の
年間エネルギー収支ゼロを目標とした「新築建物の原則ZEB・ZEH（ゼロエネルギービル・ハウス）化」を推進している。

【用語メモ：ＺＥＢ】　Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼びます。快適な室内環境を実現
しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと。 

【用語メモ：ＺＥＨ】　net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略語で、「エネルギー収支をゼロ以下にする家」と
いう意味になり、家庭で使用するエネルギーと、太陽光発電などで創るエネルギーをバランスして、1年間で消費するエネルギーの量
を実質的にゼロ以下にする家ということ。

【土木現場での取り組み実践】 
大手ゼネコンの公共土木分野においてもカーボン

ニュートラルの取り組みは加速化しつつある、前述した
国交省の「カーボンニュートラル試行工事現場」での取
り組みを先進事例として、資器材のグリーン調達・ICT施
工・工事現場や仮設事務所の照明LED化・省エネ・創エネ
などのきめ細かい活動により、二酸化炭素排出量を月単
位で可視化して削減効果を評価する各社独自のシステ
ム構築も活発に進んできている。 

【建設資材・電力分野の取り組み実践】 
建設分野全体の二酸化炭素排出量の多くを資器材の

製造・運搬時と電力・燃料消費が占める。それらの削減努
力と合わせて「脱炭素」指向の資器材開発と再生可能エ
ネルギー創出の動きにも注目すべき点が多々ある。

その一つが「建築物への木材の積極的な利用」であ
る。木材利用の効果は二酸化炭素の吸収・固定は言うま
でもなく、国内森林の健全な維持整備や持続的な林業
の発展など産業面・環境面での貢献にもつながる。前項
に熊谷組の導入実績例を示したが、各社活発化してきて
いる印象だ。

また、製造時に大量の二酸化炭素を排出するコンク
リートの低炭素・低炭素化技術も進みつつある。今後、開
発された新世代コンクリートが普及拡大すればカーボンニュートラル実現に貢献するとともに自社プラントやコンク
リート業界に大きなビジネスチャンスがもたらされることになるだろう。ここでは一例としてセメント質量の70%を製
鉄所の副産物である高炉スラグ微粉末に置き換えたという戸田建設・西松建設の共同開発による低炭素型コンクリー
トを紹介しておく。 

電力分野においても工事現場での省エネ・創エネの取り組みにとどまらず事務部門も含めた全社「エネルギーの自
給自足」の達成をめざす動きや太陽光発電事業・洋上風力発電プラントの提案など攻めの姿勢が鮮明だ。

 
【中小建設業界の動向】 

一方、すでに活発化している大手建設業界に比べて
現時点での中小建設業界のカーボンニュートラルに対
する“感度”はいささか鈍いと言わざるを得ない。地方の
主だった建設大手各社ウェブサイトのバナーに、端的に

「カーボンニュートラル」と表現されたアイコンは見当た
らない。 

とはいえ各社それぞれ自社の強みや地域との密接な
関わりなどを生かした多彩な温暖化対策の取り組みを
従前から展開してきていることも事実である。また地元
建設業協会も国交省などと連携を図りながら脱炭素社
会をめざす啓発活動を会員各社や一般市民に向けて積
極的に展開している。 

こうした中小建設業界ならではの活動を含めて「2050年のカーボンニュートラル達成のため」と早期に目標を再
設定した上で、その達成が自社や業界の持続可能性を高める不可避かつチャレンジングな課題であると自覚し、取り
組みを加速化すべきである。 

5． 課題と展望
拙論の結びは、地域に根差す土木業者であり地元建設業界の末席に名を連ねる者としての「自省と期待」を込めて

「今後の建設業界のカーボンニュートラル取り組み」の課題と展望を記したい。 
私の自省とは、主に公共土木の市場で生きる中小建設業者の立場では「当面の問題」の解決に現場も経営層も終始し

がちで、「2050年までに０」という目標設定の意識が今日に至るまで希薄であったことである。加えて発注者満足を最
大の美徳として組織全体がいつしか他動的体質に陥ってきたことも否めない。今後は速やかに先進事例・成功体験が広
く流布して「自らが目標達成に向かう」能動的気運が自社も含めた地元建設業界に醸成されていくことに期待したい。 

その意味でも「一歩先を行く建築分野から土木分野への刺激」は必要不可欠だと考える。幸い、最近の土木学会と建
築学会の共同調査によれば「土木と建築の両分野の連携が必要」とする声は両学会の会員とも85%以上に及ぶ※。両
者の協働が建設業界の「2050年までに0」目標達成の大きな力となることは確実だ。 

最後に国や地方自治体の強力な施策の打ち出しにも期待したい。国交省をはじめ公共工事を発注する行政には、今
後、総合評価落札方式の評価に組み入れるべき「カーボンニュートラル取り組み状況・実績」をいわゆる「社会・環境貢献
枠」の中のone　of　Themの位置付けではなく、独立した高い加点とすることを提案する。その加点の算入によって価
格や品質・安全などとの評価バランスの崩れを危惧するのなら、既存の「社会・環境貢献枠」の評価点を例えば従来の 
0.5に「デフレ化」することで価格などの競争性が担保された上で各社の貢献活動の取り組みがおのずと倍加すること
は、有能な行政担当者であれば容易に予測できるはずだ。 

かつて名古屋市は市民に「ごみ減量」の協力を呼び掛けるとともに、「1人の百歩より100人の一歩」の意志のもとに
市長自らトップダウンで陣頭指揮を執って市職員を鼓舞した。結果は市民のごみ減量意識の高揚と実践となって藤前干
潟を保全した歴史が示している通りだ。 

建設業界のカーボンニュートラルの取り組みもしかり。圧倒的多数の中小建設業者が本気になって最初の一歩を踏
み出すことからしか本当の意味での実効は上がらない。躊躇の時間は残されていない。けん引役の大手ゼネコン、国や
発注機関の強力な指導と支援、業界の競い合い、そして各社の強みを生かした脱炭素の取り組みなどが嚙み合って、近
い将来「一周遅れのトップランナー」としてカーボンニュートラル・レースの最前列に中小建設業界が並ぶ状況が実現し
ない限り「2050年までに０」は絵に描いた餅に終わってしまう。その時、私たちの未来世代は私たちをどう評価するだ
ろうか？

それを心配するのなら、直ちに行動を起こすべきことは明白であろう。(了)
 

 ※建通新聞 2022.12.16 掲載―同紙ではほかにも「建設現場での温暖化ガス算定義務化の検討（2023.1.17 掲載）」「屋根設置
の太陽光発電を地上設置の2割高値で買い取り（2023.2.3 掲載）」など注目すべき直近のトピックスが掲載されている。

図15　トンネル工事現場での坑内照明LED化などの実践事例
（出典：鹿島HP）

図16　低炭素型・脱炭素でカーボンニュートラルに貢献する
コンクリートの一例 （出典：「スラグリート」戸田建設HP）

図17　一般社団法人愛知県建設業協会では
過去17年にわたって持続可能な街づくりに関する
公開シンポジウムを継続開催している （筆者撮影）

持続可能な水資源の利用を推進するネット〇〇ウォーターの一環として、〇〇ウォータービルへの関心が高まっている。
〇〇に入る文字は何でしょうか？ ①エコ　　②グリーン　　③エシカル　　④ゼロ ※解答は愛地建コンのHP第5問11 12


